27　解雇に関する規定
第◯条（普通解雇）

１．会社は、次の各号の一に該当するときは従業員を解雇することができる。

(1)　身体、精神の障害、その他の事情等により、本来遂行すべき業務への完全な労務提供ができず、又は業務遂行に耐えられないと認められたとき

(2)　勤務成績、能力不足により使用者が通常期待する水準に達しないと認められたとき

(3)　規律性、協調性、責任性を欠き、他の従業員の業務遂行に悪影響を及ぼすとき

(4)　試用期間中又は試用期間満了時までに、従業員として本採用することが不適当と認められたとき

(5)　勤務意欲が低い、又は勤務態度が不良で誠実勤務義務の不履行又は完全な労務提供がなされない等で、労働契約を継続することが不適当と認められたとき

(6)　特定の地位、職種又は一定の能力を条件として雇入れられた者で、その能力及び適格性が欠けると認められるとき

(7)　事業の縮小・廃止、職務の改廃等、その他事業の運営上やむを得ない事情により、従業員の減員が必要になったとき

(8)　天災事変その他やむを得ない事由により、事業の継続が不可能になったとき、あるいは雇用を維持することができなくなったとき

(9)　本規則の懲戒解雇又は諭旨解雇の処分に処せられたとき

(10)　業務上の傷病により、療養の開始後３年を経過した日において傷病補償年金を受けているとき、又は同日後において傷病補償年金を受けることになったとき（会社が打切補償を支払ったときを含む）

(11)　その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき
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